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令和８年度予算編成方針 

 

 

Ⅰ 基本方針 

 

  本学は、令和３年度に｢UECビジョン ～beyond2020～ ｣及びその実行計画となる｢第４期中期

目標・計画｣を策定するとともに、これらに基づき、大学の新たな３つの機能「教育・研究・実

現」の再構築をはじめ、社会を先導できるイノベーティブな人材の育成、新たな価値を創造す

る研究成果・イノベーションが自律的に創出され続ける好循環の形成等に向けた幅広い連携・

協働と深い相互理解による教育研究の一体的な取組等を通じて、「共創進化スマート社会・大学」

の実現を目指している。 

  一方、近年はエネルギー価格や物価等の高止まり、労務単価の上昇に伴う業務委託費の増、

人事院勧告による給与等のベースアップや定年延長等の社会的要請による人件費の増加など、

非常に厳しい財政状況となっており、令和８年度においても大幅な支出の増が想定されている。 

このような状況に対応するため、大学の教育・研究・運営の基幹となる基盤的人件費や教育

研究基盤経費、各種システム等の固定経費に係る経費は維持しつつ、これ以外の経費について

はこれまでの成果や実績等を踏まえ精査するとともに、様々な外部資金の活用や財務戦略にお

ける中長期的な収支予測を踏まえた予算編成を行う。 

 

 

Ⅱ 令和８年度収入予算 

 

１．運営費交付金 

運営費交付金については、令和８年度政府予算のうち、本学配分額 5,316,012 千円を計上

する。           【令和７年度計上額：5,200,658千円】 

 

２．授業料等減免費交付金 

高等教育の修学支援制度による授業料等減免費交付金については、国公私立大学共通の修

学支援制度（令和２年度から開始）として、日本学生支援機構への申請に基づき文部科学省

から予算措置されるものであり、交付決定時期が未定（概算払いのため翌年度確定）である

ことから、実績等に基づく収入見込額を計上する。 

【令和７年度計上額：73,376千円】 

３．自己収入 

(1) 学生納付金 

学生納付金である授業料収入、入学料収入、検定料収入については、令和８年度からの

定員増、授業料の値上げ、修学支援制度の拡充を加味し、過去の実績等に基づく収入見込

額を計上する。                【令和７年度計上額：2,710,710千円】 

(2) その他の収入 

その他の収入である職員宿舎貸付料、寄宿舎料、学校財産貸付料、刊行物等売払代、不

用物品売払代、大学入学共通テスト実施経費、学位論文審査手数料、雑入については、過

去の実績等に基づく収入見込額を計上する。    【令和７年度計上額：85,949 千円】 

４．間接経費等収入 

間接経費等収入については、過去の実績及び財務戦略における試算額等に基づき収入見込

額を計上する。              【令和７年度計上額：556,989千円】 

なお、外部資金を受け入れた間接経費等の比率については、別に定める「間接経費等の活

用方針」のとおりとする。 
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Ⅲ 令和８年度支出予算 

 

１．人件費 

人件費については、財務戦略に基づく戦略的・合理的な人員配置を踏まえた「人事実施方針」

等に基づき、所要見込額を計上する。なお、人事院勧告相当額については、収入支出見込額

を踏まえて予算編成時に検討する。 

【令和７年度計上額：5,503,418千円】 

 

２．物件費 

(1) 教育研究基盤経費 

 教育研究の持続的な発展に向けて、教育研究基盤経費については同規模を維持する。 

ａ 教育基盤経費 

学生の教育に必要な教育基盤経費については、安定的に配分する観点から前年度と同

様に学域学生、大学院博士前期課程学生は定員、大学院博士後期課程学生は現員をベー

スとして下記単価により積算した額を部局ごとに計上する。  

【令和７年度計上額：288,304千円】 

 

（配分単価：一人当たり） 

○学域学生   （１・２年次）２３，３００円 

（３・４年次）３２，１００円 

○大学院博士前期課程    １１０，９００円 

○大学院博士後期課程    ３６０，０００円 

（ただし、修業年限が４年を超えた大学院博士後期課程の学生（長期履修制度の適

用を受ける者を除く）に係る分は積算しない。） 

 

※長期履修制度の適用を受ける大学院博士後期課程学生については、在籍予定期間に対

する正規の在学期間の割合に応じて上記の単価を減額 

※短期留学プログラムについては、研究室に配属されることを踏まえ上記に準じて積算 

※学域学生に係る分については、情報理工学域、大学院学生に係る分については、情報

理工学研究科へ配分 

※現員については、前年度と同様に４月１日を基準日とした再計算を行うこととし、予

算の増減分を予備費で調整 

 

ｂ 研究基盤経費 

研究活動の活性化や研究室を運営する研究基盤経費については、研究大学としての使

命を果たすために安定的な予算が必要不可欠であることから、前年度と同額である

294,808千円を計上する。 

なお、各部局への配分等については、下記方法による。 

 

① 組織等運営基礎経費 

研究基盤経費の総額のうち、１／３を各部局等ごとの現員数に基づき配分する。 

・情報理工学域と情報理工学研究科は区分して配分するが、重複する教員分の単価

については１／２の額とする。 

・連携教員（平成１５年度まで文部科学省で予算積算されていた客員教授・准教授

をいう。以下同じ。）は１／２の額とする。 

・年度途中採用者にあっては、日割り計算で算出する。 
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② 教員研究室運営基礎経費 

各教員が研究室を運営していくための基本的な経費として、一人当たり３００千円

を現員数に基づき配分する。 

・連携教員は１／２の額とする。 

・年度途中採用者にあっては、日割り計算で算出する。 

・情報理工学域と情報理工学研究科は区分せず、情報理工学研究科の教員数に情報

理工学域のみに所属する共通教育部の教員数を加えた教員数に基づき情報理工学

研究科へ配分する。 

・各教員への配分の際は、職位（教授、准教授、講師、助教の別）による金額の差は

設けないこととする。 

 

③ 組織等運営調整経費 

研究基盤経費の総額のうち、「①組織等運営基礎経費」「②教員研究室運営基礎経費」

に配分後の財源は、「③組織等運営調整経費」として、各部局等ごとの現員数に基づき

配分する。 

・情報理工学域と情報理工学研究科は区分して配分するが、重複する教員分の単価

については１／２の額とする。 

・連携教員は１／２の額とする。 

・年度途中採用者にあっては、日割り計算で算出する。 

 

（注１）年度途中採用者のための「留保分」として、①②③それぞれについて、一定額を

予め計上する。また、新たに独立して研究室を運営する教員を対象とし、スタート

アップにかかる研究支援としての新任教員研究支援経費についても本経費から支出

する。 

（注２）情報理工学域及び情報理工学研究科における部局内での予算配分に関しては、必

要に応じて部局間の流用を妨げない。 

 

(2) 学長裁量経費（学長改革経費・学長戦略経費） 

学長改革経費については、教育研究活動の活性化、業務運営の改善、機能強化の形成・

拡大といった政策的に改革を進める取組に対して必要な所要額を計上する。 

なお、配分に際してはヒアリングを実施して精査する。 

また、年度中に柔軟かつ機動的に使用する学長戦略経費については、学内のデジタル化

をはじめ「共創進化スマート社会」等の実現に向けた取組を迅速かつ強力に推進するため、

前年度と同額の 82,500千円を計上する。 

なお、本経費の一部を活用し、外部資金の獲得状況等を勘案した上で、顕著な取組をし

ている部局に対して一定額をインセンティブとして配分する。 

 

(3) 事業経費 

事業経費については、大学の基盤的取組に対して必要な所要額を計上する。 

なお、配分に際してはヒアリングを実施して精査する。     

【令和７年度計上額：431,433千円】 

 

(4) 一般管理費 

一般管理費については、業務の見直しや効率化をより一層図った上で、エネルギー価格

や物価等の高止まり、労務単価の上昇に伴う業務委託費の増等を踏まえつつ大学として必

要な所要額を計上する。 

【令和７年度計上額：603,359千円】 
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(5) 予備費 

予備費については、不測の事態や収入不足に備え、過去の実績に基づき大学として必要

な所要額を計上する。 

【令和７年度計上額：13,000千円】 

 

３．ミッション実現加速化経費 

ミッション実現戦略分については、社会的インパクトを創出するために効果的な取組に対

して必要な所要額を計上する。 

なお、配分に際してはヒアリングを実施して精査する。 

【令和７年度計上額：57,153千円】 

   教育研究活動充実分については、基礎研究の充実に資する取組に対して文部科学省から予

算措置された 37,868 千円を計上する。          【令和７年度計上額：0 千円】 

教育研究組織改革分については、新たな活動展開を含めたミッションの実現の更なる加速

のための組織である『「共創進化スマート社会実現推進機構」の創設』、本学と東京農工大学、

東京外国語大学と共同で設置することとしている「西東京三大学共同サステイナビリティ国

際社会実装研究センター（仮称）設立」、データサイエンス・AIを駆使してイノベーションを

創出できる人材を養成するための「デザイン思考・データサイエンスプログラム」、本学の強

みである量子技術に関する知（人間知）を結集させる組織である『「UEC量子未来創生機構（仮

称）」の創設』に向けた取組に対して、文部科学省から予算措置された 238,093千円を計上す

る。                      【令和７年度計上額：238,093千円】 

共通政策課題分については、基盤的設備等の整備、障害学生の受入体制の整備に対して、

文部科学省から予算措置された 89,970千円を計上する。 

【令和７年度計上額：69,133千円】 

また、第３期中期目標期間（６年目終了時）の業務の実績に関する評価結果に基づく経費

である法人運営活性化支援分については、文部科学省から予算措置された 24,366千円を計上

する。                      【令和７年度計上額：24,366 千円】 

 

４．特殊要因経費 

予め使途が特定されている特殊要因経費については、文部科学省から予算措置された

312,663千円を計上する。      【令和７年度計上額：300,821千円】 

なお、本経費については、所要額に基づき必要額は文部科学省から予算措置されるもので

あり、配分された政府予算の内容、交付金額どおりに配分する。 

 

５．間接経費 

間接経費については、収入予算額（過去の実績等に基づく収入見込額）と同額を計上し、

別に定める「間接経費等の活用方針」に基づき計上する。 

【令和７年度計上額：556,989千円】 

 

 

Ⅳ その他 

 

１．補正予算 

各経費の執行状況を把握・精査した上で、財源の捻出が可能と認められる場合には、補正

予算を編成する。 


